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特定非営利活動法人 環境自治体会議 環境政策研究所 

2015 年度 総会議案書 
 

 

 

 

１．日 時 2015 年 7 月 15 日（水） 10：00～11：45 

 

２．場 所 千代田区麹町 2-8 麹町区民館 洋室 A 

 

３．出席者等   

 

 

４．議事 

（１）議長選出  

 

（２）議事録署名人選出 

議長および出席者の内 2 名が議事録に署名  

 

（３）議案 

   第１号議案 2014 年度事業報告 

資料１．事業報告書 

   

 第２号議案 2014 年度決算（監査）報告 

 資料２．活動計算書、貸借対照表、財産目録 

   

 第３号議案 2015 年度事業計画 

 資料３．事業計画書 

 

（４）その他  

   資料４．環境自治体会議会員制度の見直し案 
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書式第１２号（法第２８条関係） 
 
 
 

２０１４年度  事 業 報 告 書 
 

  ２０１４年６月１日から２０１５年５月３１日まで 
 
 
 
  

 
 特定非営利活動法人 環境自治体会議環境政策研究所   
 
 １ 事業の成果 
環境政策研究所は環境政策の方向性やアイデア、政策評価のノウハウを蓄積し、環境自治体会議の会員自治体

とともに環境自治体づくりの先導的役割を果たすことを目的として、各種の調査研究活動や専門的情報の提供、

専門家の派遣等を行っています。年度末現在のスタッフは所長のほか、常勤スタッフ 3 名、非常勤スタッフ若干

名で構成されており、常勤スタッフはすべて環境自治体会議の事務局員を兼任しています。 

2014 年度、当研究所では委託調査等（14）・自主事業（２）・その他（２）の計 18 事業に取組みました。委

託調査等の内訳は会員自治体からの受注が 10、各種団体からの受注が４でした。それらの成果とノウハウはそれ

ぞれ報告書等としてまとめ、環境自治体会議会員自治体へのアドバイスやニュースレター等での情報発信を行い

ました。 

 
 
 
 
 
 ２ 事業の実施に関する事項 
 
 （１）特定非営利活動に係る事業 

 

事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 
人 数 

事業費の 

金額 

（千円） 

 

 
東海村環境基
本計画推進支
援事業 

東海村第２次環境基本計画
を推進するため、目標設定
および村民による進捗評価
の支援を行うもの。 

４月～３月 
茨城県東海
村 

３名 東海村、村民 1,058 

福生市環境基
本計画等改定
支援事業 

福生市環境基本計画中期実
施計画・地球温暖化対策実
行計画の改訂のため、市民
アンケート、現行計画の評
価、市民会議による提言作
成の支援を行うもの。 

７月～３月 
東京都福生
市 

３名 福生市、市民 3,192 

環境教育に関
する全国調査
実施支援事業 

環境教育の実施状況・課題
等に関する全国自治体悉皆
調査の実施を支援するもの
（調査票作成、配布、回
収、集計、分析の実施）。 

７月～３月 事務所 ５名 全国 1,987 

気候変動適応
策検討シナリ
オの作成支援
事業 

前年度実施の調査結果を踏
まえた地域における気候変
動適応策の導入シナリオの
作成を支援するもの。 

10月～３月 
長野県須高
地区ほか 

２名 全国 572 

地域エネルギ
ー協議会支援
事業 

杉並・日野・平塚の地域エ
ネルギー協議会の活動を支
援するもの。 

通年 
杉並区、日
野市、平塚
市 

１名 
杉並区、日野
市、平塚市、

各市民 
100 

資料１ 
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事業名 事 業 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 
人 数 

事業費の 

金額 

（千円） 

 

士幌町環境マ
ネジメントシ
ステム運営支
援事業 

LAS-Eに基づくEMSの運用を
支援するもの（目標設定、
研修、監査の支援等）。 

４月～３月 北海道士幌町 ２名 士幌町、町民 658 

能代市環境マ
ネジメントシ
ステム運営支
援事業 

LAS-Eに基づくEMSの運用を
支援するもの（目標設定、
研修、監査の支援等）。 

４月～３月 秋田県能代市 ２名 能代市、市民 909 

遊佐町環境マ
ネジメントシ
ステム運営支
援事業 

LAS-Eに基づくEMSの運用を
支援するもの（目標設定、
研修、監査の支援等）。 

４月～３月 山形県遊佐町 ２名 遊佐町、町民 704 

八王子市環境
マネジメント
システム運営
支援事業 

LAS-Eに基づくEMSの運用を
支援するもの（目標設定、
研修、監査の支援等）。 

４月～３月 
東京都八王子
市 

２名 
八王子市、 

市民 
1544 

交野市環境マ
ネジメントシ
ステム運営支
援事業 

LAS-Eに基づくEMSの運用を
支援するもの（目標設定、
研修、監査の支援等）。 

４月～３月 大阪府交野市 ２名 交野市、市民 831 

生駒市環境マ
ネジメントシ
ステム運営支
援事業 

LAS-Eに基づくEMSの運用を
支援するもの（目標設定、
研修、監査の支援等）。 

４月～３月 奈良県生駒市 ２名 生駒市、市民 905 

内子町環境マ
ネジメントシ
ステム運営支
援事業 

LAS-Eに基づくEMSの運用を
支援するもの（目標設定、
研修、監査の支援等）。 

４月～３月 愛媛県内子町 ２名 内子町、町民 800 

福生市環境マ
ネジメントシ
ステム運営支
援事業 

自治体独自EMSの運用を支援
するもの（目標設定、研
修、監査の支援等）。 

４月～３月 東京都福生市 ２名 福生市、市民 831 

伊丹市環境マ
ネジメントシ
ステム運営支
援事業 

自治体独自EMSの運用を支援
するもの（目標設定、研
修、監査の支援等）。 

４月～３月 兵庫県伊丹市 １名 伊丹市、市民 648 

ニセコ会議成
果発信支援事
業 

環境自治体会議「ニセコ会
議」の報告書および町民向
け概要版の作成を支援する
もの。 

５月～12月 事務所 ２名 
ニセコ町、町
民、全国 

756 

『環境自治体

白 書 2014-

15』作成・配

布事業 

環境政策の最新動向、会員

の取り組み等を掲載し、市

販書籍として頒布及び関係

者へ配布するもの。 

4 月～ 

10 月 
事務所 ２名 

全国自治

体、市民等 
― 

LAS-E 規格制

定委員会／

判定委員会 

環境自治体スタンダード

（LAS-E）の規格制定・

判定 

通年 事務所 3 名 
全国自治体

等 
― 
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 （２）その他の事業 

 なし 
 
 

 
 

■参考 事業ごとの収入割合 

環境政策支援事業
（会員委託）

27%

環境政策支援事業
（他）
17%

その他事業
9%

環境マネジメント
支援事業

47%
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特定非営利活動法人環境自治体会議環境政策研究所

（単位：円）

Ⅰ　経常収益
１　受取会費

正会員受取会費 33,000
14,000 47,000

198,000 198,000
４　事業収益

16,302,063
105,250 16,407,313

５　その他収益
受取利息 1,232

△ 8,098 △ 6,866
経常収益計 16,645,447

Ⅱ　経常費用
１　事業費

(1)人件費
給料手当 5,483,616
雑給 355,800
法定福利費 903,254
人件費計 6,742,670

外注費 2,385,246
荷造運賃 236,964
接待交際費 6,480
会議費 86,256
旅費交通費 1,575,940
通信費 209,439
消耗品費 10,469
事務用消耗品費 3,241
新聞図書費 0
支払手数料 3,224
地代家賃 0
リース料 0
租税公課 1,000
支払報酬料 110,000
その他経費計 4,628,259

11,370,929

資料購読会費

２　受取寄附金
受取寄附金

環境政策支援事業収益

2014年度　　活動計算書

平成26年６月１日から平成27年５月31日まで

科 目 金 額

賛助会員受取会費

雑収入

(2)その他経費

事業費計  
 

資料２ 
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２　管理費
(1)人件費

給料手当 1,459,854
福利厚生費 225,814
人件費計 1,685,668

外注費 533,686
荷造運賃 286,870
接待交際費 5,000
会議費 980
旅費交通費 461,868
通信費 7,144
消耗品費 4,094
事務用消耗品費 28,033
新聞図書費 6,804
支払手数料 1,512
地代家賃 792,000
リース料 528,000
租税公課 46,014
支払報酬料 0
その他経費計 2,702,005

4,387,673
15,758,602

886,845
Ⅲ　経常外収益

過年度収益修正益 1,335,638
債務免除益 1,400,000

　　 2,735,638

Ⅳ　経常外費用
0

税引前当期正味財産増減額 3,622,483
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額 3,622,483
前期繰越正味財産額 △ 5,304,779

　　次期繰越収支差額次期繰越正味財産額 △ 1,682,296

当期経常増減額

経常外費用計

経常外収益計

(2)その他経費

経常費用計
管理費計
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特定非営利活動法人環境自治体会議環境政策研究所

（単位：円）

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現金預金 13,774,260

前払費用 348,945

未収入金 85,790

　流　動　資　産　合　計 14,208,995 14,208,995

２　固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計 0

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産 0

　　出資金 8,000

投資その他の資産計 8,000

　固　定　資　産　合　計 8,000

資　　産　　合　　計 14,216,995

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

未払金 2,099,208

預り金 444,319

　流　動　負　債　合　計 2,543,527 2,543,527

２　固定負債

長期借入金（役員借入） 13,000,000

退職給与引当金

　固　定　負　債　合　計 13,000,000 13,000,000

負　　債　　合　　計 15,543,527

Ⅲ　正味財産の部

 資本金 355,764

 前期繰越正味財産 △ 5,304,779

 当期正味財産増減額 3,622,483

 正味財産合計 △ 1,326,532

負債及び正味財産合計 14,216,995

2014年度  貸借対照表

平成27年５月31日現在

科 目 金 額

 



8 

 

特定非営利活動法人環境自治体会議環境政策研究所

（単位：円）

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現金預金

手元現金 460,630

三井住友銀行普通預金 13,059,540

三菱東京UFJ銀行普通預金 254,090

前払費用 348,945

未収入金 85,790

　流　動　資　産　合　計 14,208,995

２　固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計 0

(2)無形固定資産

無形固定資産計 0

(3)投資その他の資産計

出資金 8,000

投資その他の資産計 8,000

　固　定　資　産　合　計 8,000

資　　産　　合　　計 14,216,995

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

未払金 2,099,208

預り金 444,319

　流　動　負　債　合　計 2,543,527

２　固定負債

長期借入金（役員より） 13,000,000

　固　定　負　債　合　計 13,000,000

負　　債　　合　　計 15,543,527

正　　味　　財　　産 △ 1,326,532

2014年度　　財産目録

平成27年５月31日現在

科 目 金 額
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2015 年度事業計画書 
2015 年 6 月 1 日から 2016 年 5 月 31 日まで 

 

１．事業実施の方針 

（１）中期的活動方針 

環境自治体会議全国大会の場で行われた平成 25 年度総会において、10 年後にめざす社会像として、

「持続可能な地域づくりの担い手を官から民へ」という方向性を提起されたことを踏まえ、以下のよう

な中期的活動方針を掲げる。 

 

①各種政策や取り組みの情報を収集・分析・提供を通じて、会員自治体の政策の高度化を支援する 

②地域間連携を視野に入れつつ、会員自治体の環境関連の計画策定や政策立案を支援する 

③環境政策だけはなく、環境・経済・社会の鼎立を目指した持続可能な地域づくり政策を主導する 

④自治体を通して住民などの地域活動を支援するだけではなく、直接地域活動を支援する 

これらを達成することにより、環境自治体会議の会員の満足度を高め、会員自治体が環境政策のトッ

プランナーになり、環境自治体会議が社会的影響力の大きな組織として認知されることを目指していく。 

 

（２）2015 年度の活動方針 

中期的な活動方針に対応しつつも、身の丈に合った事業を展開する。具体的には、以下のような事業

に取り組む。 

 

①各種政策や取り組みの情報を収集・分析・提供：政策に関する調査分析結果の環境自治体白書への掲

載 

②計画策定・政策立案支援：環境基本計画、温暖化防止・エネルギー関連計画・政策、資源循環計画・

政策などの策定・立案支援 

③持続可能な地域づくりの観点からの事業実施：行政組織や市民組織の将来を見据えた計画の高度化・

効率化手法の検討（LAS シリーズの抜本的見直しなど） 

④住民活動・ESD(持続可能な地域づくり教育)の支援：市民向け研修学習事業、子ども向け学習事業の

サポート、パートナーシップ組織の運営サポートなど 

 

 

２．事業の実施に関する事項  

（特定非営利活動に係る事業） ※「その他の事業」についての計画はない。  

 

（１）環境政策支援事業 
 

事業名 事 業 内 容 実 施 

日 時 

実 施 

場 所 

従事者 

の人数 

受益対象者 

の範囲及び 

人 数 

事業費の金額 

東海村環境基本計画推
進支援事業 

東海村第２次環境基
本計画を推進するた
め、目標設定および
村民による進捗評価
の支援を行うもの。 

４月～
３月 

茨城県
東海村 

３名 
東海村、村

民 
1,279千円 

福生市環境基本計画等
改定支援事業 

福生市環境基本計画
中期実施計画・地球
温暖化対策実行計画
の改訂、市民会議の
活動支援を行うも
の。 

７月～
３月 

東京都
福生市 

３名 
福生市、市

民 
3,283千円 

バイオマス戦略ガイド

作成支援業務 

バイオマス循環事業

実践ガイドの作成 

4月～ 

12月 
全国 2名 全国自治体 2,903千円 

資料３ 
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地域エネルギー協議会

支援業務 

杉並区、日野市、平

塚市地域協議会の支

援 

4 月～ 

3 月 

杉並

区、日

野市、

平塚市 

3 名 

杉並区民、

日野市民、

平塚市民 

4,500 千円 

自治体の ESD の取り組

みに関する調査 

ESD に関する自治体

悉皆調査 

6 月～ 

3 月 
全国 3 名 全国自治体 3,200 千円 

視察研修事業（政策課

題研修） 

認定監査員養成研修

ほか 

8 月～ 

3 月 

東 京 都

内他 
3 名 全国市民 自主事業 

『 環 境 自 治 体 白 書

2015-16』作成・配布

事業 

環境政策の最新動

向、会員の取り組み

等を掲載し、市販書

籍として頒布及び関

係者へ配布するも

の。 

4 月～ 

10 月 
事務所 ２名 

全国自治

体、市民

等 

自主事業 

 

 

（２）環境マネジメント支援事業 

事業名 事 業 内 容 実 施 

日 時 

実 施 

場 所 

従事者 

の人数 

受益対象者 

の範囲及び 

人 数 

事業費の金額 

士幌町環境マネジメン
トシステム運営支援事
業 

LAS-Eに基づくEMS
の運用を支援する
もの（目標設定、
研修、監査の支援
等）。 

４月～
３月 

北海道
士幌町 

２名 
士幌町、町

民 
658千円 

遊佐町環境マネジメン
トシステム運営支援事
業 

LAS-Eに基づくEMS
の運用を支援する
もの（目標設定、
研修、監査の支援
等）。 

４月～
３月 

山形県
遊佐町 

２名 
遊佐町、町

民 
704千円 

八王子市環境マネジメ
ントシステム運営支援
事業 

LAS-Eに基づくEMS
の運用を支援する
もの（目標設定、
研修、監査の支援
等）。 

４月～
３月 

東 京 都
八 王 子
市 

２名 
八王子市、 

市民 
1,544千円 

交野市環境マネジメン
トシステム運営支援事
業 

LAS-Eに基づくEMS
の運用を支援する
もの（目標設定、
研修、監査の支援
等）。 

４月～
３月 

大阪府
交野市 

２名 
交野市、市

民 
831千円 

生駒市環境マネジメン
トシステム運営支援事
業 

LAS-Eに基づくEMS
の運用を支援する
もの（目標設定、
研修、監査の支援
等）。 

４月～
３月 

奈良県
生駒市 

２名 
生駒市、市

民 
905千円 

内子町環境マネジメン
トシステム運営支援事
業 

LAS-Eに基づくEMS
の運用を支援する
もの（目標設定、
研修、監査の支援
等）。 

４月～
３月 

愛媛県
内子町 

２名 
内子町、町

民 
785千円 

福生市環境マネジメン
トシステム運営支援事
業 

自治体独自EMSの運
用を支援するもの
（ 目 標 設 定 、 研
修 、 監 査 の 支 援
等）。 

４月～
３月 

東京都
福生市 

２名 
福生市、市

民 
604千円 
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伊丹市環境マネジメン
トシステム運営支援事
業 

自治体独自EMSの運
用を支援するもの
（ 目 標 設 定 、 研
修 、 監 査 の 支 援
等）。 

４月～
３月 

兵 庫 県
伊丹市 

１名 
伊丹市、市

民 
648千円 

LAS-E 規格制定委員会

／判定委員会 

環境自治体スタンダ

ード（LAS-E）の規

格制定・判定 

通年 事務所 3 名 
全国自治体

等 
― 

 

 

 

■参考 事業ごとの収入割合 
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■参考 ２０１５年度収支予算書 

 

Ⅰ
1

60,000

45,000

50,000

2
1,279,800

3,283,200

2,903,040

4,500,000

3,200,000

658,800

704,160

1,544,400

831,600

905,040

785,160

648,000

604,800

22,003,000

Ⅱ
1 2

給料手当 600,000 給料手当 6,038,000

法定福利費 91,000 雑給 744,000

荷造運賃 300,000 法定福利費 363,000

旅費交通費 500,000 外注費 4,662,000

通信費 100,000 会議費 242,000

消耗品費 100,000 旅費交通費 2,154,000

事務用品費 100,000 通信費 803,000

新聞図書費 10,000 消耗品費 30,000

支払手数料 3,000 支払手数料 1,000

地代家賃 792,000 租税公課 1,000

リース料 528,000 謝礼 386,000

租税公課 47,000

18,595,000

3,408,000
△ 1,682,296

未払消費税額 493,000
法人税、住民税及び事業税 70,000

1,162,704

会費等収入
収入の部

次期繰越収益（A-B+C)

前期繰越収益（C）
当期収支差額（A-B）

当期支出合計（B）

事業費管理費
支出の部

東海村環境基本計画推進支援事業

資料購読会員

寄付金収入

会費収入

当期収入合計（A）

特定非営利活動にかかる事業収入

遊佐町環境マネジメントシステム支援事業

士幌町環境マネジメントシステム支援事業

自治体のESDの取り組みに関する調査

地域エネルギー協議会支援事業

バイオマス戦略ガイド作成支援事業

福生市環境基本計画等改定支援事業

福生市環境マネジメントシステム支援事業

伊丹市環境マネジメントシステム支援事業

内子町環境マネジメントシステム支援事業

生駒市環境マネジメントシステム支援事業

交野市環境マネジメントシステム支援事業

八王子市環境マネジメントシステム支援事業

 


